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事業の全体像

• 本事業では、外国人介護人材の「獲得・確保」「受入れ」「定着」に取り組む自治体を支援することを目的として、
令和６年度の調査結果を踏まえつつ、より詳細な実態の把握・分析を行う。そのうえで、自治体が今後取り得る
施策を整理し、自治体間の交流会やセミナーを通じて共有・展開までを一体的に進める。

自治体・センターへの
アンケート・ヒアリング

自治体交流会自治体がとりうる施策の整理

R６アンケート調査

実態把握

一元的なセンターの意義・
求められる機能の明確化

自治体同士の意見交換
知見の共有

実態把握 分析 展開

自治体・事業所向けセミナー

セミナーでの事例共有・知見の発信

R6実施済

受入プロセスの類型化、センター機能整理取組やプロセスの可視化、現状整理 成果・知見の還元と横展開

先駆的自治体へのヒアリング

外国人介護人材の受入れプロセス
の見える化・施策の展開状況

取組内容の
見える化

（一元的な）センターの位置づけ・
体制・機能・利用状況の把握

複数自治体の比較等による
取組の工夫・課題の抽出

成果物作成

ガイドブック 報告書

10月

12-1月

12月

2月

※特に、「獲得・確保」フェーズが中心

実施済

本日
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本事業のフォーカス

• 外国人介護人材の獲得から定着までは、大きく3つのフェーズに分かれると考えられる。

• 本事業では、自治体の多様な施策の中でも、特に外国人介護人材の「獲得・確保」の取組に着目する。

獲得・確保 定着受入れ

フェーズ
介護現場の人材需要等に対応す
るため、海外現地からの外国人介
護人材の受入れルートを構築・安
定化し、継続的に採用や養成枠
を確保するための取組

介護施設・事業所において外国人介護人材
を円滑に受け入れるための取組（国内に在住
する留学生等の外国人材とのマッチングも含
む）

外国人介護人材が安心して働き続
けられるよう、人材の成長や地域で
の中長期的な活躍につなげるため
の取組

入国１年前～採用 採用決定～就業初期（半年程度） 就業後（半年以降）～時期

取組
内容

都
道
府
県

市
町
村

（各取組） （各取組） （各取組）

（一元的な取組）

（各取組） （各取組） （各取組）

（一元的な取組）

外国人介護人材の獲得・確保から定着までの流れ

※赤枠が本事業の主な対象範囲
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自治体の取組一覧

• 昨年度実施したアンケートをもとに、主な自治体の外国人介護人材の取組を整理した。

受入のスキーム策定

関係構築・連携強化

現地への訪問・視察

協定締結

受
入
れ

国内での外国人向け

マッチング・採用手続き

人材と事業者のマッチング

生活環境の整備

住居支援

交通等その他の支援

学習支援

資格取得支援

日本語学習支援

相談体制の整備

コミュニティ形成支援

ネットワークづくり

受入れ体制の整備

事業者向けセミナー

受入れマニュアルの作成

地域のネットワークづくり

職場環境整備

現地での日本語・介護教育

※各取組を一元的に実施するセンターの設置・運営

広報・採用活動

採用活動

広報活動

事業所の定着支援

獲得・確保 受入れ 定着準備

• 多文化共生社
会の理解

• 在留資格等の
制度の勉強会

• 民間への費用
補助

• 他施設の見学
会

• 事業所向け現
地渡航費の補
助

情報収集・調査

自治体内の実態把握

内部資源の把握

海外現地の情報収集
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「獲得・確保」の取組

• 自治体が取り組む外国人介護人材の「獲得・確保」に関する施策について、自治体内および海外現地に関する
「情報収集・調査」、海外現地との「関係構築・連携強化」、人材を円滑に受け入れるための「受入れスキームの
策定」、ならびに海外現地における「広報・採用活動」の4つに整理した。

情報収集・調査

• 自治体内（受入れ側）の
実態把握

• 内部資源の把握
• 海外現地の情報収集

関係構築・連携強化

• 現地への訪問・視察
➢ 知事や市長等による表敬
訪問

➢ 現地の日本語学校や送出
し機関の見学

• 協定締結
➢ 海外の政府、政府機関、教
育機関、送出し機関等との
協定

受入れのスキーム策定

• 現地での教育から受入れ
までのスキームの策定

広報・採用活動

• 広報活動
➢ 宣材ツールの作成
➢ SNSでの発信
➢ 現地の人材配置・派遣

• 採用活動
➢ 海外現地での説明会
➢ 海外現地での面接会
➢ 専用の採用ホームページの
作成
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自治体の取組事例

ミャンマーにおける県独自の受入れスキームの策定（福井県）
• 福井県は、送り出し機関等と連携し、福井県で受入れ予定のミャンマー人が地域に定着できるよう「福井クラス」
を設置した。

活用した
補助金

【福井県】ミャンマーの日本語学校における「福井クラス」の設置

フェーズ 獲得・確保 ・ 受入れ ・ 定着

• 送り出し機関（J-SAT）が、全国の地方で働くミャンマー人材へ
のヒアリングを重ねた結果、来日前の準備が重要であるとの結果を
得て、県が来日前の事前教育を支援するスキームを検討。

• 現地に、福井県の文化や生活習慣を教える「福井クラス」を設置
し、来日前にミャンマーで日本語や介護に関する教育、福井の方
言や文化、福井県ですでに受入れている外国人技能実習生との
オンライン交流授業をプログラムに組みこむ。

概要

活用していない

連携した
組織

福井県 介護事業者 福井県社会福祉協議会 送り出し機関

効果
• 来日前から自治体のことを理解できるため、人材のミスマッチを防
ぎ定着が期待できる。

画像出典：https://toyokeizai.net/articles/-/864147?page=4

1. 賃金の高い首都圏と地方の間には賃金格差が
あり、地方で人材を定着させるには、来日後では
なく来日前に、それぞれの地域に適した人材を見
極めることが重要。

2. 来日前と来日後のギャップを減らすことも、定着に
おいて大きなポイント。

3. 来日後は、生活や仕事で新しいことを学ぶ必要
があり、多くのストレスを抱える。そのため「その土
地の特徴や方言を来日前に学ぶことが重要であ
る」という意見が多く寄せられた。

「福井クラス」のカリキュラム（全12回）の基礎となる
3つの要素（東洋経済 2025/03/15）

協定名 外国人介護人材育成支援事業に関する連携協定書

https://toyokeizai.net/articles/-/864147?page=4
https://toyokeizai.net/articles/-/864147?page=4
https://toyokeizai.net/articles/-/864147?page=4
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外国人介護人材援センター（仮称）

➔ 獲得・確保～定着までの取組を
一元的に実施

• これまで、自治体による外国人介護人材の確保・受入れ・定着に関する事業は、個別に分散して実施されること
が多く、一元的に担うセンター等の体制は限られていた。一方で、自治体にセンターを設置することで、外国人介
護人材に関する窓口を一本化し、支援や施策を集中・連続的に展開することが可能となると考えられる。

センター

介護事業者
・外国人
介護人材

相
談
対
応

支援

事業委託

介護施設・事業所

➢研修・相談・生活支援等を活用でき、個
別法人の負担が軽減。

➢人材確保を一法人単位の取組ではなく、
自治体として一体的に活動できる

自治体（センターの設置・運営 委託）

➢従来は分散して行われていた取組を一元
的に行うことで、情報やノウハウが集約され、
より政策効果の高い施策が打ち出せる

➢センターが関係機関（教育機関、送り出し
機関等）の集約ハブとなることで、海外現
地との接点やネットワークを補完できる

・海外現地の説明会
・採用活動
・海外に向けた広報

獲
得
・
確
保

受
入
れ

定
着

・事業所と人材のマッチング
・事業所向け受入れセミナー

実施内容（例）

・事業所向け定着セミナー
・日本語教室
・国家試験対策
・交流会

支援

外国人介護人材のための支援を一元的に行うセンターの設置・意義（仮説）

外国人介護人材

➢継続的な支援により安心して就労・生活できる

自治体



© 2026 NTT DATA INSTITUTE OF MANAGEMENT CONSULTING, Inc. 8

参考：センターに関するアンケート調査

• 本事業では、外国人介護人材の支援を行うセンターの実態を把握するため、介護部局、産業・商工労働部局
に対するアンケートを行った。調査では、センターの機能や運営の実態を整理するとともに、外国人介護人材支援
におけるセンターの意義についても考察する予定である。

外国人介護人材を含む外国人就労者に関する支援について、
自治体が関与（直営・委託・補助等）し、継続的な体制として
設置・運営されている拠点であり、以下の機能のうち１つ以上を
主たる役割として担っているもの。

1. 確保（海外とのルート構築、採用活動 等）
2. 受入れ（マッチング、受入れ体制整備 等）
3. 定着支援（生活支援、学習支援、事業者支援 等）
4. 相談対応（本人・事業者からの相談受付、関係機関への

つなぎ 等）

調査時期 2026年1月21日～2月12日（木）

調査対象
• 都道府県の

• 介護・福祉関係部局
• 産業・商工労働関係部局

調査内容

• 外国人介護人材を含む外国人就労者に対
する取組の状況

• センター等の設置状況
• センター等の機能
• 基本情報、機能、役割、利用実態、庁内連
携・外部連携、センターの成果・課題 等

• （センター等が未設置の場合）センター等の
設置意向

◼ センターの定義 ◼ センターに関するアンケートの概要
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一元的センターの事例

外国人介護人材のための総合的なセンター（滋賀県）
• 滋賀県国際介護・福祉人材センターでは、外国人介護人材の獲得・確保、受入れ、定着を総合的に支援して
いる。

獲得・確保 受入れ 定着

センター
の取組

• 「特定技能・留学」を通じたマッチング支
援は、県事業としてセンター運営団体に
委託、「技能実習」はセンターの自主事
業とし、３つの在留資格を通じた外国
人介護人材の受入れを総合的に実施
している。

• 海外現地へのPR動画の作成やセン
ター職員自らが、海外現地にある日本
語学校・大学等で、介護に関する講義
を実施・発信。

• 受入れ施設・指導者向け研修の実施。
集合型セミナーから、事業所ごとの課題
に応じた個別セミナーまで、幅広く、柔軟
に対応している。

• 実際に県内の事業所で働く、外国人介
護人材による取組発表会を年１回開
催し、「どういった思いで介護をしている
か」、「働く中で学んだことや得たことは何
か」についてプレゼンテーションしている。

• 事業所が活用できる
「おたすけブック」も作成。

• 入国後の年数に応じた階層別の研修
制度を構築し、外国人材の学びをフォ
ローしている。

出典：厚生労働省 社会・援護局関係主管課長会議資料（令和７年３月）

◼ 海外現地へのPR動画

お助けブック、動画画像出典：自治体・事業者向け！外国人介護人材定着セミナー2025 講演資料
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一元的センターの事例

外国人介護人材のための総合的なセンター（京都府）
• 京都府外国人介護人材支援センターでは、外国人介護人材の受入れ・定着に注力した取組を行っている。

• 特に、日本語学校と連携し、留学生を対象に介護の仕事や魅力を説明するガイダンスを実施している。

受入れ 定着

センター
の取組

• 相談員による窓口相談（事業者、外
国人双方対象）

• 外国人介護人材に関する情報発信
• 外国人向け介護に係る入門講座
• 日本語学校と連携した留学生向け介
護の介護の魅力発信、アルバイトの
あっせん

等

• 研修会・セミナーの開催

➢ 日本語能力向上研修

➢ 介護技術向上研修

➢ 外国人介護職員指導者向け研修
等

◼ 留学生向けの介護の魅力発信（ガイダンスの実施）

画像出典：京都府外国人介護人材支援センター HP 出典：京都府外国人介護人材支援センター HP
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令和７年度成果物 「自治体向けガイドブック」について

• 自治体が海外現地との人材確保等の実務を行う際に参考となるよう、具体的な事例も含めたガイドブックを作成
する。

目的

構成

対象
• 外国人介護人材の「獲得・確保」の取組を実施
したいと考えている自治体

• 自治体が海外現地との人材確保やスキーム構
築等の実務を進める際の具体的な参考資料とし
て活用できるよう、取組の意義、プロセス、ポイン
トを実践的に整理すること

1. はじめに
➢ ガイドブックの目的、想定する対象者、ガ

イドブックの使い方
2. 自治体が外国人介護人材の「獲得・確保」に

関与する意義
3. 外国人介護人材の「獲得・確保」の取組を検討

するプロセス・ポイント
4. 参考資料

概要
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Appendix

令和６年度事業のご紹介

➢ 海外向け発信資料

➢ セミナー
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【令和6年度事業 成果物】海外向け発信資料

• 令和6年度の事業では、自治体等が、日本や介護に対する理解が十分でない国の政府機関や送り出し機関等
に対し、日本の魅力や介護の仕事内容、外国人介護人材の活躍イメージを効果的に伝えることを目的として作
成した。

自治体向け補足資料
• 自治体が資料①②を活用する際の注
意点や説明のコツ等を解説した資料を
作成した。

• 参考情報として、海外から先進的に人
材の受入れを進める自治体の活動概
要を掲載した。

海外向け発信資料
ダイジェスト版

• 限られた時間で最低限必要な説明を
したい場合に使えるよう、①の主要な
部分をまとめた海外向け発信資料の要
約版である。

• ２言語対応（日本語、英語）
• PPT形式７枚

海外向け発信資料

• 各自治体がスライドを追加、削除、更
新できるよう、海外への説明内容を網
羅的に記載した。

• ２言語対応（日本語、英語）
• PPT形式43枚

成果物① 成果物② 成果物③

成果物掲載HP
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【令和6年度事業 成果物】海外向け発信資料

成果物①② 海外向け発信資料

【英語版】

対外発信資料
（一式）
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【令和6年度事業】セミナーの実施

• 自治体・事業者向けのセミナーを実施し、千葉県健康福祉部、滋賀県健康医療福祉部、岩手県宮古市企画
部より、外国人介護人材の確保等に関する取組について報告いただいた。

プログラム

日時 2025年3月25日（火）10:30-12:30

1.  外国人介護人材確保に関する最新の政策動向

（厚生労働省 社会・援護局 福祉基盤課 福祉

人材確保対策室）

2.千葉県留学生受入プログラムの実績と課題

（千葉県健康福祉部健康福祉指導課福祉人

材確保対策室）

3.外国人介護人材の受入環境整備にかかる取組

（滋賀県健康医療福祉部医療福祉推進課）

4.インドネシアマナド市とのLOI締結への道のり

（岩手県宮古市企画部秘書課）

5.対外発信資料（日本での新たなキャリアと可能

性）について （NTT データ経営研究所）

6.  パネルディスカッション（海外に一歩踏み出すため

の秘策について）

概要

講演資料は昨年度
報告書に掲載しております
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